
財政状況等一覧表（平成１９年度）

（単位：百万円）

団体名　　呉　市 標準税収入額等
A

普通交付税額
B

臨時財政対策
債発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

37,200 17,948 2,406 57,554

１．一般会計等の財政状況
（単位：百万円）

一 般 会 計 106,504 105,032 1,472 1,287 3,240 143,229

公 園 墓 地 事 業 特 別 会 計 161 129 33 33 - -

地域下水道事業特別会計 19 13 6 6 - -

離 島 航 路 事 業 特 別 会 計 29 29 - - 4 -

一 般 会 計 等 106,708 105,198 1,510 1,326 143,229

２．公営企業会計等の財政状況
（単位：百万円）

病 院 事 業 会 計 547 577 △ 29 8 79 421 278 法適用

下 水 道 事 業 会 計 7,473 7,107 366 737 4,119 55,746 30,939 法適用

水 道 事 業 会 計 6,069 5,559 509 2,576 328 13,311 1,757 法適用

工 業 用 水 道 事 業 会 計 570 467 103 614 - 969 - 法適用

交 通 事 業 会 計 3,935 3,922 13 △ 2,626 466 1,045 96 法適用

国 民 宿 舎 事 業 会 計 1,650 557 1,093 - 1,543 - - 法適用

集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 1,202 1,196 6 10 176 2,300 2,176

中央卸売市場事業特別会計 202 202 - - 2 290 145

野呂高原ロッジ事業特別会計 13 13 - - 13 - -

内陸土地造成事業特別会計 830 830 - - 28 1,231 -

港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計 733 733 - - 139 6,852 1,672

臨海土地造成事業特別会計 689 628 61 - - 30,621 16,694

交通災害共済事業特別会計 47 28 19 19 - - -

国民健康保険事業（事業勘定）特別会計 28,877 28,754 122 116 2,040 - -

国民健康保険事業（直診勘定）特別会計 152 152 - - 66 539 411

老人保健医療事業特別会計 31,418 31,882 △ 464 △ 464 2,500 - -

介護保険事業（保険勘定）特別会計 18,374 17,519 856 856 2,469 - -

介護保険事業（サービス勘定）特別会計 413 413 - - 34 762 56

駐 車 場 事 業 特 別 会 計 314 314 - - 16 679 59

公 営 企 業 会 計 等 計 1,846 114,766 54,283

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。
　　　　　２．法適用企業に係るもの以外のものについては「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況
（単位：百万円）

呉広域行政事務組合（一般会計） 5 1 4 4 - - -

呉広域行政事務組合（特別会計） 25 12 13 13 - - -

広島県後期高齢者医療広域連合 1,393 1,221 172 172 2 - -

一 部 事 務 組 合 等 計 189 - -

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況
（単位：百万円）

呉 市 体 育 振 興 財 団 5 216 170 63 - - - -

く れ 産 業 振 興 セ ン タ ー 9 81 50 124 - - - -

呉 市 土 地 開 発 公 社 6 1,881 5 - 5,500 4,662 - -

呉 市 文 化 振 興 財 団 14 321 210 38 - - - -

蘭 島 文 化 振 興 財 団 21 112 50 46 - - - -

野 呂 山 観 光 開 発 公 社 △ 1 3 5 23 - - - -

安浦町生涯学習振興財団 0 103 102 17 - - - -

倉 橋 ま ち づ く り 公 社 △ 18 103 50 9 - - - -

県 民 の 浜 蒲 刈 14 48 12 - - - - -

斎 島 汽 船 △ 32 △ 20 10 15 21 - - -

ゆ た か 海 の 駅 △ 13 △ 24 3 2 - - - -

地方公社・第三セクター等　計 667 337 5,521 4,662 - -

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

５．充当可能基金の状況
（単位：百万円）

充当可能基金名
平成18年度

A
平成19年度

B
差引
B-A

財 政 調 整 基 金 4,945

減 債 基 金 996

そ の 他 充 当 可 能 基 金 5,396

充 当 可 能 基 金 計 11,337

　（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。

６．財政指標の状況

財政指標名
平成18年度

A
平成19年度

B
差引
B-A

早期健全化
基準

財政再生
基準

平成18年度
A

平成19年度
B

差引
B-A

実 質 赤 字 比 率 2.24 2.30 0.06 △ 11.25 △ 20.00 1.6

連 結 実 質 赤 字 比 率 5.51 △ 16.25 △ 40.00 17.4

実 質 公 債 費 比 率 15.4 12.3 △ 3.1 25.0 35.0 49.1

将 来 負 担 比 率 208.6 350.0 110.9

財 政 力 指 数 0.61 0.64 0.03 △ 77.8

経 常 収 支 比 率 94.6 98.5 3.9 0.0

40.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

　（注）　１．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示しており、収支が黒字の場合には便宜的に当該黒字の比率を正数で表示している。
　　　　　２．「資金不足比率」の早期健全化基準に相当する「経営健全化基準」は、公営競技を除き、一律 △20％である（公営競技は0％）。
　　　　　３．１９年度の「実質公債費比率」は，「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき算出した数値を表示している。
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